
　
近
年
、
全
国
各
地
で
大
規
模
災
害
が
頻

発
し
て
い
ま
す
。

　
特
に
地
震
災
害
で
は
、
昨
年
１
月
の
能

登
半
島
地
震
を
は
じ
め
、昨
年
８
月
に
は
、

日
向
灘
を
震
源
と
す
る
地
震
が
発
生
し
、

初
め
て
「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報
」

が
発
表
さ
れ
る
な
ど
、
災
害
へ
の
備
え
が

一
層
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
本
市
は
、
警
固
断
層
帯
が
市
域
の
直
下

を
通
過
し
て
い
ま
す
。
政
府
地
震
調
査
研

究
推
進
本
部
の
発
表
で
は
、
警
固
断
層
帯

南
東
部
を
震
源
と
す
る
地
震
の
発
生
確
率

は
、
全
国
で
も
切
迫
性
が
最
も
高
い
Ｓ
ラ

ン
ク
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
災
害
発
生
後
、
救
助
の
成
否
を
分
け
る

タ
イ
ム
リ
ミ
ッ
ト
は
72
時
間
と
言
わ
れ
て

い
ま
す
。
つ
ま
り
、
災
害
発
生
時
に
被
害

を
最
小
限
に
抑
え
る
た
め
に
は
、
初
動
対

応
が
最
も
重
要
と
な
り
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
市
は
、
切
迫
す
る
大
地
震
を

は
じ
め
、
激
甚
化
す
る
気
象
災
害
や
感
染

症
対
応
な
ど
の
多
様
化
・
複
雑
化
す
る
危

機
事
象
に
備
え
て
、「（
仮
称
）
防
災
危
機

管
理
セ
ン
タ
ー
」
を
整
備
し
ま
す
。

　（
仮
称
）
防
災
危
機
管
理
セ
ン
タ
ー
を

整
備
す
る
こ
と
で
、
よ
り
迅
速
に
市
の
体

制
を
立
ち
上
げ
、
初
動
対
応
を
行
い
、
継

●
建
設
予
定
地

　
災
害
発
生
時
は
、
迅
速
に
災
害
対
策
本

部
を
立
ち
上
げ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

　
職
員
が
速
や
か
に
参
集
し
、
体
制
を
整

え
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
既
存
庁
舎

に
隣
接
し
て
建
設
し
ま
す
。

※
建
設
予
定
地
や
整
備
イ
メ
ー
ジ
は
、
変

更
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
各
諸
室
の
写
真
は
、
現
在
の
庁
舎
で
実

施
し
た
訓
練
時
の
写
真
で
、
実
際
の
イ

メ
ー
ジ
と
は
異
な
り
ま
す
。

●
問
い
合
わ
せ
先

◇
施
設
概
要
・
災
害
対
応
に
関
す
る
こ
と

危
機
管
理
課
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こ
と
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続
的
な
災
害
対
応
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
施
設
内
に
常
設
の
災
害
対
策
本

部
室
や
自
衛
隊
・
消
防
な
ど
の
関
係
機
関

が
活
動
す
る
た
め
の
諸
室
を
設
置
す
る
な

ど
、
本
市
の
防
災
・
危
機
管
理
の
中
枢
機

能
を
有
す
る
防
災
活
動
の
拠
点
施
設
と
し

ま
す
。

災
害
発
生
時
に
お
け
る
防
災
活
動
拠
点
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整備イメージ

（仮称）防災危機管理センターの整備のポイント

「（仮称）防災危機管理センター」　各諸室の機能

●熊本地震では、２回目の地震によって、複数の市や町に
おいて、耐震補強していたにもかかわらず庁舎が使用で
きない状態となり、迅速性と正確性が求められる初動期
の災害対応業務の遂行に大きな影響を及ぼしました。
●本市の庁舎も耐震補強を行っていますが、同様の事態が
起こる可能性は否定できません。
●（仮称）防災危機管理センターは、免震構造を採用し、
建物の構造に多様性を持たせるとともに、人命の安全確
保に加え、十分な機能を確保することで、迅速かつ継続
的な災害対応につなげます。

①免震構造を採用

●災害時には、「情報」を遅滞なく収集・整理して分析す
ることが求められます。
●防災システムを拡充整備することで、SNSの活用による
情報収集・分析支援や、マルチモニターなどの整備によ
るオペレーション支援、情報発信ツールの一元化による
情報発信支援を実現し、災害対策本部の使命である迅速
かつ的確な意思決定につなげます。

③防災システムの拡充整備
●１階をまどかフロアの拡充スペースとし、窓口サービス
における市民の利便性の向上を図ります。
●諸室を会議室として利用するほか、防災講座の開催など
情報発信や人材育成の場として有効に活用し、市民の防
災意識の向上を図ります。

④平時の活用

●災害発生後、救助の成否を分けるタイムリミットは、
72時間と言われ、市は、市民の生命・身体・財産を守
るため、迅速かつ的確に初動対応を行う必要があります。
●ライフラインや通信が途絶しても関係機関と密に連携し
て災害対応を行う必要があります。
●（仮称）防災危機管理センターは、発災直後から活動す
るための諸室の整備や、業務継続のための電源・情報通
信網などを担保し、防災拠点施設として機能を継続でき
る施設とします。

②防災拠点施設としての機能継続

　本部長（市長）、副本部長（副市長・教育長）、各本部員（部
長）、自衛隊などの関係機関が参集し、被害状況や災害
対応状況等の情報共有を行い、その後の災害対応の迅速
な意思決定を行います。

　被害の状況やライフラインの状況、市の対応状況など
を市民へ迅速に伝えるため、報道関係者に情報を提供し
ます。

災害対策本部室

　災害対策本部や関係機関との連携、情報の収集・共有・
分析、活動方針の立案、各部への命令指示の伝達など、
危機事象の対応に必要な総合事務、業務調整を継続的に
行います。

オペレーションルーム

プレスルーム

　災害時はオペレーションルームと一体で、災害対応全
体の進捗管理や各種調整の支援を行います。

危機管理部執務室

　災害発生時は、大野城市業務継続計画に基づき、市民
の生命や生活、社会経済活動等に重大な影響を及ぼすと
考えられる業務を優先して行うスペースとします。
　平時は、まどかフロアの拡充スペースとなります。

業務継続計画実施の執務室
　市や関係機関が連携して実施する災害対策に係る個々
の業務について、具体的な業務分担と範囲、実施時期、
計画などを協議・調整します。

リエゾンルーム
（関係機関控室・調整会議室）

建設予定地

※外観は、設計精査中であり、変更になる場合があります。
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